
◎

( 国 )

◎

( 国 )

・父親向けの子育て情報（電子父子手帳機能など）

事　業　の　概　要
財源内訳

子育て支援情報発信アプリ整備
事業
（新規）

平成２６年度２月補正繰越事業

（一般会計）

福祉部

（単位　千円）

課　名

こども未来課

・子育て関連施設の地図情報

・利用者の登録内容及び子どもの年齢に合わせた制度や
予防接種の時期をお知らせする情報発信機能

・保育園の空き状況

　○支給対象世帯数および児童数

事　業　名
事 業 費

6,800

6,800

○搭載予定機能
・イベント情報や子育て支援制度の説明の掲載
・予防接種・乳幼児健康診断のスケジュール帳

子育て支援関連のイベント情報や新潟市の子育て支援施
策の案内など，利便性を高めた子育て支援情報の発信を
積極的に行い，更なる子育て支援の充実を図るとともに，
子育て施策の円滑な利用を促すことで安心して子育てが
できる環境を整える。

対象児童1人につき3,000円分の商品券

子育て世帯支援商品券支給事
業
（新規）

　○給付額

・児童数：約105,000人（推計値）
・世帯数：約63,000世帯（推計値）

　　（平成２７年５月分児童手当受給者など）

０歳から中学３年生までのお子さんのいる世帯に子育て世
帯支援商品券を支給し，子育てにかかる負担の軽減・地
域経済の活性化を図る。

410,000

410,000

資料1-3

◎

( 国 )

障がい福祉課

◎

( 国 )
13,000

放課後児童クラブ地域連携モデ
ル事業
（新規） 11,000

　○各区２コミ協の実施を予定

就労支援事業

※上記４事業は「地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金（地域消費喚起・生活支援型）」

　　活用事業となり，国より10/10の交付金が充てられる。

対象児童1人につき3,000円分の商品券

農業を活用した障がい者雇用促
進事業
（新規）

13,000 　人手不足の農家と就労を希望する障がい者（施設）を
結びつけ，障がい者の就農を促進することを目的に，
コーディネーターを2名配置する。
　また，福祉施設へ農作業を委託した農家への助成金
制度を新設し，障がい者の就農を促進する。
　その他，農家と障がい者の相互理解促進のためのセミ
ナー，障がい者雇用農家見学会などを実施する。

　○コーディネーターを2名配置
　○農作業委託農家助成金制度を新設
  　（福祉施設へ農作業を委託した農家に対し，1日
3,000円を助成）
　○農福連携セミナーを開催
　○周知用パンフレット作成

11,000 放課後児童クラブにおける「地域の子どもを地域で見守
るモデル」の拡大を図るため，地域コミュニティ協議会か
らひまわりクラブに関わってもらい，新たな地域連携モ
デルを実施し，地域力，市民力を発揮できるような仕組
みづくりを進める。


